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 優先交渉権者の選定結果等の通知方法、時
期 優先交渉権者に選定した者には、選定結
果及び見積合せの日時を別表１のに示す日
付で書面にて通知する。
 優先交渉権者の選定後、技術協力業務の見
積合せ及び契約締結を行う。
 技術協力業務の契約締結後速やかに、説明
書に示す基本協定の締結を行い、その後基本
協定に基づき本改修工事の価格等の交渉を実
施し、交渉が成立した場合は、本改修工事の
見積合せ及び契約締結を行う。
交渉が成立しなかった場合は、交渉不成立
とし次順位の交渉権者に対して優先交渉権者
となった旨を通知する。次順位の交渉権者に
対しては、本改修工事の価格等の交渉の意思
の有無を確認した上で、技術協力業務の契約
締結及び本改修工事の価格等の交渉を行う。
 技術提案の履行に関する事項 受注者の責
めにより、技術提案内容が履行されない場合
は、契約違反行為に該当することから、違約
金及び指名停止等の措置を講じることがあ
る。
ただし、技術提案の設計において、発注者
と協議のうえ、発注者が技術提案を不履行と
する旨を指示した場合、又は施工条件の変更、
災害により受注者の責めにも帰すことができ
ない理由による技術提案の不履行について
は、この限りではない。
 その他詳細は、説明書による。
７ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 契約保証金
 改修工事 納付（保管金の取扱店 日本
銀行岡山支店）。ただし、以下の条件を満
たすことにより契約保証金の納付に代える
ことができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行岡山支店）
イ 金融機関若しくは保証事業会社の保証
（取扱官庁 中国四国農政局）
また、公共工事履行保証証券による保証
を付した場合又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

 技術協力業務 納付（保管金の取扱店
日本銀行岡山支店）。ただし、以下の条件
を満たすことにより契約保証金の納付に代
えることができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行岡山支店）
イ 金融機関若しくは保証事業会社の保証
（取扱官庁 中国四国農政局）
また、公共工事履行保証証券による保証
を付した場合又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

 技術提案書の無効 参加資格確認申請書及
び確認資料並びに技術提案書に虚偽の記載を
した者の技術提案書は無効とする。
 技術提案書作成の留意事項 技術提案書の
作成にあたっては、本公示手続に参加しよう
とする他の技術提案書提出者と技術提案の内
容等について、いかなる相談・協議等を行っ
てはならない。これに違反した場合は、本公
示手続に係る優先交渉権者として選定しない
ものとする。
 配置予定技術者の確認 優先交渉権者は、
本改修工事の契約締結までに、配置予定技術
者が営業所の専任技術者と重複していないこ
とが確認できる資料を提出するものとする。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 本改修工事に直接関連する他の工事の請負
契約を本改修工事の請負契約の相手方との随
意契約により契約を締結する予定の有無
無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３のに同じ。
 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
けていない者の参加 上記２のに掲げる一
般競争（指名競争）参加資格の認定を受けて
いない者も、上記４の参加資格確認申請書及
び確認資料の提出及び上記５の技術提案書の
提出を行うことができるが、上記６のに示
す優先交渉権者の選定結果通知の日におい
て、上記２のに掲げる一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていなければならな
い。

 電子入札について
 電子入札方式による手続き開始後に、紙
入札方式への途中変更は原則的に行わない
ものとするが、本公示手続の参加者にやむ
を得ない事情が生じた場合には、発注者の
承諾を得て紙入札方式に変更するものとす
る。
 電子入札方式に障害等やむを得ない事情
が生じた場合には、紙入札方式に変更する
場合がある。
 電子入札システムに係わる運用について
は、「農林水産省電子入札運用基準（案）（電
子入札センターホームページ； http://
www.maff-ebic.go.jp/menu.html）」による
ものとする。

 発注者綱紀保持対策について 農林水産省
の発注事務に関する綱紀保持を目的とした、
農林水産省発注者綱紀保持規程（平成19年農
林水産省訓令第22号）第10条及び第11条に
のっとり、第三者から以下の不当な働きかけ
を受けた場合は、これを拒否し、その内容（日
時、相手方氏名及び働きかけの内容）を記録
し、同規程第９条に基づき設置する発注者綱
紀保持委員会（以下「委員会」という。）に報
告し、委員会の調査分析において不当な働き
かけと認められた場合には、当該委員会を設
置している機関において閲覧及びホームペー
ジにより公表する。
（不当な働きかけ）
 自らに有利な競争参加資格の設定に関す
る依頼
 指名競争入札において自らを指名するこ
と又は他者を指名しないことの依頼
 自らが受注すること又は他者に受注させ
ないことの依頼
 公表前における設計金額、予定価格、見
積金額又は低入札価格調査制度の調査基準
価格に関する情報徴取
 公表前における総合評価落札方式におけ
る技術点に関する情報聴取
 公表前における発注予定に関する情報聴
取
 公表前における入札参加者に関する情報
聴取
 その他の特定の者への便宜又は利益若し
くは不利益の誘導につながるおそれのある
依頼又は情報聴取

 詳細は、説明書及び令和２年８月28日付け
中国四国農政局の共同企業体資格審査申請の
公示による。

８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SHIOYA Shunichi, Direc‑

tor General of Chugoku‑Shikoku Regional

Agricultural Administration Office

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41, 42

 Subject matter of the contract : slui‑

ceway technical cooperation service, The

Kojima Bay coast agricultural land disaster

prevention project

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 P. M., 23 September,

2020

 Contact person : FUKUGAWA Shinji,

the First Technical Review Section, Design

Division, Rural Development Department,

Chugoku‑Shikoku Regional Agricultural

Administration Office, 141 Shimoishii,
Kita‑ku, Okayama city, Okayama prefec‑

ture 7008532 Japan. TEL 0862244511
ex. 2625

別表１
 説明書の交付期間 令和２年８月28日から
令和２年９月23日まで（行政機関の休日を除
く。）の午前９時00分から午後５時00分まで。
 参加資格確認申請書及び確認資料の提出期
間 令和２年８月31日から令和２年９月23日
まで（行政機関の休日を除く。）の午前９時00
分から午後５時00分まで。ただし、最終日に
ついては午前12時00分までとする。
 技術提案書提出要請の通知の日付 令和２
年10月６日
 技術提案書の提出期間 令和２年10月７日
から令和２年11月４日まで（行政機関の休日
を除く。）の午前９時00分から午後５時00分ま
で。ただし、最終日については午前12時00分
までとする。
 優先交渉権者の選定結果の通知の日付 令
和３年２月５日を予定
※「行政機関の休日」とは、行政機関の休日に
関する法律（昭和63年法律第91条）第１項に
規定する行政機関の休日をいう。


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